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はじめに 
 

国内景気は、緊急経済対策による 5 兆円超の公共投資の執行や金融緩和など、デフレ脱却と景

気回復に向けた経済政策により、円高水準の是正や株高が進行しており、輸出増加や消費回復期

待が高まっている。ただ円安進行は輸出産業の景気回復が見込める一方、素材価格の上昇も懸念

され、地域や業界、規模により景気の回復度が異なることから企業の業績動向への影響が注目さ

れる。 

帝国データバンクは、2013 年度の業績見通しに関する企業の意識について調査を実施した。な

お、本調査は、TDB景気動向調査 2013年 3月調査とともに行った。 

 

調査期間：2013 年 3 月 18日～3月 29日。 

調査対象は全国 2万 3,179社で、有効回答企業数は 1万 6社（回答率 43.2％）。 

なお、業績見通しに関する調査は 2009年 3月以降、毎年実施し今回で 5 回目（前回調査は 2012

年 4月）。 

本調査における詳細データは、景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com/visitors/）に 

掲載した。 
 

調査結果（要旨） 
 

1.2013年度の業績見通しを「増収増益」とする企業は、2012年度実績の 4社に 1社（25.8％）か

ら 3 社に 1 社（29.4％）へと 3.6 ポイント増加した。「減収減益」は、18.0％と 2012 年度実績

（26.4％）から 8.4ポイント減少した。企業の業績見通しは改善している。 

 

2.2013年度業績見通しの下振れ材料は「原油・素材価格の動向」（42.6％）が 2012 年 4月の前年

調査から 1.3 ポイント上昇し、トップとなった。次いで「個人消費の一段の低迷」（35.7％）、

「為替動向」（26.0％）と続いた。 

 

3.業績を上振れさせる材料は「個人消費の回復」が前年調査（第 1位、39.6％）から 4.9ポイン

ト増の 44.5％となり、前年に続き上振れ材料のトップとなった。今回調査で新たに選択肢に加

えた「公共事業の増加」（32.9％）が第 2位に、「所得の増加」（22.2％）が第 3位（前年第 8位、

14.9％）と順位を上げた。 

特別企画 ： 2013年度の業績見通しに関する企業の意識調査 

「増収増益」見通し企業は 3社に 1社 

～ 個人消費の回復と公共事業の増加に、業績の上振れ期待 ～ 
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1.  2013 年度の業績見通し、「増収増益」が 3 社に 1 社 

 

2013年度（2013年 4月決算～2014年 3月決算）の業績見通し（売り上げおよび経常利益ベース）

について尋ねたところ、「増収増益（見込み含む）」と回答した企業は、「分からない／不回答」を

除いた 9,911社中 2,911社、構成比 29.4％（以下同）となり、2012 年度実績（見込み含む）の約

4社に 1社（25.8％）から約 3社に 1社へと 3.6ポイント増加した。他方、「減収減益（見込み含

む）」は 18.0％と前年度の 26.4％から 8.4ポイント減少した。 

東日本大震災からの復興や電力不足など特殊事情のあった前年調査から、安倍政権に変わり大

型補正予算や金融緩和政策などによる経済政策のもとで企業を取り巻く経営環境は好転し、2013

年度の見通しは、前年度を上回る明るい見通しとなった。 

「増収増益（見込み含む）」企業を業界別にみると、『サービス』が 35.8％で最多だったほか、

『小売』（31.0％）や『金融』（29.5％）で高く、円安による燃料費上昇や TPP 参加による影響を

受ける『運輸・倉庫』（24.6％）や『農・林・水産』（7.3％）は低かった（5ページ参考表 2参照）。 

地域別では『南関東』（31.7％）と『北陸』（30.8％）、『北海道』（30.3％）で割合が高く、最高

の『南関東』と最低の『東北』（24.0％）で 7.7ポイントの差があった。 

他方、「減収減益（見込み含む）」は『農・林・水産』（36.6％）や『製造』（20.3％）、『不動産』

（20.2％）などで高かった。 

具体的には、「顧客企業の業績が鮮明に良くなってくれば、ソフトウエア投資も少し、前向きに

なるものと期待している」（情報サービス、東京都）や「企業業績の好転に伴い広告費が増額傾向」

（広告サービス、東京都）といった増収増益を見込む企業がある一方で、「TPP 参加交渉の行方を

懸念している」（農業、長野県）や「円安でナフサ価格が上昇しているが、値上げを浸透させられ

ない」（繊維製品製造、愛知県）など、TPP 参加による輸入品流入を危惧する声や原材料価格上昇

の影響を指摘する意見も多くみられた。 

2013 年度の業績見通しは 3社に 1社が増収増益を見込み、減収減益見込みは大幅に減少するな

ど、企業業績は改善しつつある様子がうかがえるが、円安、素材価格の上昇もあり、地域や業界

により景況感はまだら模様となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2012年度の実績見込み、2013年度の見通しについて

注1：母数は「分からない／不回答」を除く2011年度実績見込みが同1万300社、2012年度見通しが同1万296社

　　　2012年度実績見込みが同9,934社、2013年度見通しが同9,911社

注2：業績は、売り上げおよび経常利益ベース。「その他」の内訳詳細は、5頁参照
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2.  2013 年度業績見通しの下振れ材料、「原油・素材価格の動向」が 42.6％ 

 

2013年度の業績見通しを下振れさせる材料を尋ねたところ、「原油・素材価格の動向」が 1万 6

社中 4,259社、構成比 42.6％（複数回答、以下同）で最多となり、次いで、「個人消費の一段の低

迷」（35.7％）、「為替動向」（26.0％）と続いた。 

また、「外需の悪化」（25.8％）は前年調査時の構成比（25.6％）とほぼ変化はなく、依然 4 社

に 1社が下振れ要因として掲げている（「外需（米国経済の悪化）」、「外需（中国経済の成長鈍化）」、

「外需（欧州経済の悪化）」のいずれかを回答）。 

前年調査で 5 社に 1 社（22.4％）が挙げていた「夏季の電力不足にともなう悪影響」は、電力

不足への対応として電力会社による原子力発電から火力発電への切り替えが進んだことや、企業

や家庭での節電努力により電力不足への懸念が後退したことで 8.3％にまで大幅に減少した。 

下振れ材料で最多となった「原油・素材価格の動向」は、前年調査から 1.3 ポイント上昇し前

年の第 2 位から下振れ材料のトップとなった。企業からは「円安により原材料価格の上昇など輸

入品がコストアップ要因となる懸念がある」（繊維・繊維製品・服飾品卸売、東京都）、「急激に円

安が進めば、原油や素材価格の高騰で、中小企業は厳しい経営環境となる。貸付でなく補助金が

ほしい」（建材卸売、兵庫県）など、円安進行による素材価格の上昇をリスクとして捉える声が挙

がった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013年度業績見通しの下振れ材料
（複数回答） （2013年3月調査） （2012年4月調査）

構成比（％） 回答数（社） 構成比（％） 回答数（社）

1 原油・素材価格の動向 42.6 4,259 41.3 4,285

2 個人消費の一段の低迷 35.7 3,571 41.4 4,299

3 為替動向 26.0 2,599 25.5 2,646

4 外需の悪化 25.8 2,584 25.6 2,661

5 所得の減少 24.5 2,453 29.4 3,048

6 物価下落（デフレ）の進行 19.9 1,991 26.1 2,713

7 雇用の悪化 18.9 1,890 22.6 2,344

8 欧州債務危機の長期化 18.8 1,886 － －

9 外需（中国経済の成長鈍化） 18.4 1,844 17.7 1,839

10 外需（米国経済の悪化） 14.7 1,466 16.9 1,759

11 政策支援の縮小・終了 14.0 1,404 14.4 1,494

12 株式市況の悪化 11.8 1,182 14.3 1,481

13 資金繰りの悪化 11.2 1,124 10.0 1,037

14 外需（欧州経済の悪化） 11.2 1,118 13.1 1,355

15 夏季の電力不足にともなう悪影響 8.3 835 22.4 2,320

16 その他 4.0 402 3.6 378

注1：2013年4月調査の母数は有効回答企業1万6社。2012年4月調査は1万380社

注2：

2012年度業績見通し2013年度業績見通し

「外需の悪化」は、「外需（米国経済の悪化）」、「外需（中国経済の成長鈍化）」、「外需（欧州経済の悪化）」
のいずれかを回答
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3.  上振れ材料では「個人消費の回復」（44.5％）、「公共事業の増加」（32.9％）が上位に 

 

2013 年度の業績見通しを上振れさせる材料で最も多かったのは「個人消費の回復」が 1万 6社

中 4,451社、構成比 44.5％（複数回答、以下同）と前年調査（第 1位、39.6％）から 4.9ポイン

ト増加し、前年に引き続き上振れ要因のトップとなった。次いで今回調査で新たに選択肢に加え

た「公共事業の増加」（32.9％）が第 2 位となった。このほか「所得の増加」（22.2％）が第 3 位

（前年第 8 位、14.9％）に、「為替動向」（21.3％）が第 4 位（前年第 6 位、20.6％）、「物価下落

（デフレ）からの脱却」（19.7％）が第 5位（前年第 6位、16.5％）、「株式市況の好転」（18.2％）

が第 7位（前年第 11位、12.6％）などが上位にあがった。 

アベノミクスによる株高、公共投資の増加、デフレ脱却への動きを背景に、企業は「個人消費

の回復」や「公共事業の増加」が業績見通し上振れの好材料と捉えている。 

他方、前年調査で第 2 位の「東日本大震災にともなう需要の増加」は前年 24.0％から 12.1％（第

11位）へ、同第 3位の「経費削減等の経営努力」は前年 23.6％から 4.4％（第 18位）に減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 年度の企業業績には前年度と比べると明るい兆しが現れている。ただ企業からは「まだ正

式な要請はないが素材価格（洋紙・化成品など）の値上がりが必至な年になる。価格に転嫁する

ことは困難な状況だけに、2013 年度の見通しには危機感を持っている」（出版・印刷、北海道）や、

「輸入企業ゆえ、これ以上の円安が続くなら厳しい状況となる。輸入企業に対する政策支援が必

要」（物流、岐阜県）など下振れ材料トップの「原油・素材価格の動向」に対する声が多く寄せら

れた。急ピッチで円安が進行した場合、原材料費の上昇によるコストアップが 2013年度業績の不

安定要素となる可能性がある。 

2013年度業績見通しの上振れ材料
（複数回答） （2013年3月調査） （2012年4月調査）

構成比（％） 回答数（社） 構成比（％） 回答数（社）

1 個人消費の回復 44.5 4,451 39.6 4,109

2 公共事業の増加 32.9 3,287 - -

3 所得の増加 22.2 2,219 14.9 1,543

4 為替動向 21.3 2,133 20.6 2,141

5 物価下落（デフレ）からの脱却 19.7 1,969 16.5 1,714

6 外需の好調維持 19.5 1,954 21.1 2,195

7 株式市況の好転 18.2 1,824 12.6 1,307

8 外需（米国経済の回復） 15.6 1,564 15.4 1,602

9 原油・素材価格の動向 14.0 1,396 22.1 2,291

10 雇用の改善 13.1 1,306 13.5 1,403

11 東日本大震災にともなう需要の増加 12.1 1,211 24.0 2,491

12 金融緩和 11.2 1,120 - -

13 外需（中国経済の成長持続） 9.4 943 12.6 1,305

14 資金繰りの改善 8.0 805 8.3 865

15 欧州債務危機の早期払拭 7.7 772 - -

16 外需（欧州経済の回復） 7.5 755 8.3 860

17 政策支援 6.2 616 12.1 1,259

18 経費削減等の経営努力 4.4 438 23.6 2,445

19 夏季の電力不足にともなう需要の増加 2.7 275 5.6 579

注1：2013年3月調査の母数は有効回答企業1万6社。2012年3月調査は1万380社
注2：「外需の好調維持」は、「外需（米国経済の回復）」、「外需（中国経済の成長持続）」、「外需（欧州経済の回

復）」のいずれかを回答

2013年度業績見通し 2012年度業績見通し
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【参考 1】2012年度実績見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 2】2013年度見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（構成比％、カッコ内社数）

増収だが
利益は

前年度並み
（見込み含む）

減収だが
利益は

前年度並み
（見込み含む）

増益だが
売り上げは
前年度並み

（見込み含む）

減益だが
売り上げは
前年度並み

（見込み含む）

25.8 (2,561) 9.0 (899) 8.2 (811) 26.4 (2,620) 11.9 (1,182) 8.4 (831) 6.3 (624) 2.2 (214) 1.9 (192) 100.0 (9,934)

30.1 (684) 10.7 (244) 8.4 (191) 24.2 (550) 9.3 (212) 8.0 (181) 5.5 (125) 2.2 (51) 1.6 (37) 100.0 (2,275)

24.5 (1,877) 8.6 (655) 8.1 (620) 27.0 (2,070) 12.7 (970) 8.5 (650) 6.5 (499) 2.1 (163) 2.0 (155) 100.0 (7,659)

うち小規模 23.8 (545) 7.3 (168) 6.4 (146) 26.2 (599) 15.0 (344) 10.2 (234) 6.4 (146) 2.5 (57) 2.2 (51) 100.0 (2,290)

14.6 (6) 12.2 (5) 14.6 (6) 34.1 (14) 7.3 (3) 7.3 (3) 4.9 (2) 2.4 (1) 2.4 (1) 100.0 (41)

23.7 (27) 6.1 (7) 14.0 (16) 21.1 (24) 21.9 (25) 10.5 (12) 2.6 (3) 0.0 (0) 0.0 (0) 100.0 (114)

27.7 (375) 11.1 (150) 5.7 (77) 20.5 (278) 13.8 (187) 11.6 (157) 5.0 (68) 2.4 (33) 2.2 (30) 100.0 (1,355)

27.0 (67) 3.6 (9) 5.2 (13) 21.0 (52) 22.6 (56) 7.3 (18) 6.5 (16) 4.4 (11) 2.4 (6) 100.0 (248)

23.2 (662) 7.7 (221) 8.5 (242) 32.6 (929) 10.8 (309) 6.8 (195) 6.4 (182) 2.2 (63) 1.8 (51) 100.0 (2,854)

24.1 (743) 9.4 (290) 9.2 (285) 27.0 (832) 11.5 (356) 7.6 (235) 6.9 (213) 2.1 (65) 2.2 (67) 100.0 (3,086)

24.6 (104) 9.2 (39) 9.0 (38) 23.9 (101) 10.4 (44) 11.6 (49) 8.0 (34) 0.9 (4) 2.4 (10) 100.0 (423)

26.2 (95) 12.9 (47) 10.2 (37) 25.9 (94) 8.5 (31) 8.3 (30) 5.8 (21) 1.4 (5) 0.8 (3) 100.0 (363)

33.7 (479) 9.0 (128) 6.7 (95) 20.2 (288) 11.8 (168) 9.0 (128) 5.9 (84) 2.1 (30) 1.6 (23) 100.0 (1,423)

11.1 (3) 11.1 (3) 7.4 (2) 29.6 (8) 11.1 (3) 14.8 (4) 3.7 (1) 7.4 (2) 3.7 (1) 100.0 (27)

27.1 (144) 9.0 (48) 7.5 (40) 20.9 (111) 12.8 (68) 11.9 (63) 7.0 (37) 1.9 (10) 1.9 (10) 100.0 (531)

29.4 (171) 9.1 (53) 5.3 (31) 23.2 (135) 13.6 (79) 9.6 (56) 6.0 (35) 1.5 (9) 2.2 (13) 100.0 (582)

22.2 (140) 10.6 (67) 7.9 (50) 27.8 (175) 12.5 (79) 9.2 (58) 5.6 (35) 2.4 (15) 1.7 (11) 100.0 (630)

27.5 (895) 8.9 (289) 8.4 (274) 26.5 (864) 11.9 (386) 7.3 (237) 6.1 (197) 2.1 (67) 1.4 (46) 100.0 (3,255)

26.9 (138) 11.7 (60) 9.9 (51) 25.7 (132) 10.7 (55) 7.2 (37) 5.3 (27) 1.0 (5) 1.6 (8) 100.0 (513)

26.3 (288) 8.8 (96) 7.8 (85) 27.1 (296) 10.1 (110) 8.6 (94) 6.8 (74) 2.4 (26) 2.3 (25) 100.0 (1,094)

23.7 (394) 7.8 (129) 8.0 (132) 28.1 (466) 12.4 (205) 8.7 (144) 6.6 (109) 2.5 (42) 2.3 (38) 100.0 (1,659)

20.0 (120) 9.2 (55) 8.5 (51) 31.8 (191) 11.5 (69) 7.3 (44) 6.8 (41) 2.0 (12) 2.8 (17) 100.0 (600)

23.7 (77) 12.9 (42) 7.7 (25) 22.8 (74) 13.2 (43) 9.8 (32) 6.2 (20) 2.2 (7) 1.5 (5) 100.0 (325)

26.0 (194) 8.1 (60) 9.7 (72) 23.6 (176) 11.8 (88) 8.9 (66) 6.6 (49) 2.8 (21) 2.6 (19) 100.0 (745)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万0,006社のうち、「分からない／不回答」を除く9,934社

売り上げ、
利益とも

前年度並み
（見込み含む）

合計

その他

増収増益
（見込み含む）

増収減益
（見込み含む）

減収増益
（見込み含む）

減収減益
（見込み含む）

金融

建設

不動産

製造

全体

大企業

農・林・水産

中小企業

卸売

小売

その他

北海道

運輸・倉庫

サービス

東北

北関東

九州

南関東

北陸

東海

近畿

中国

四国

（構成比％、カッコ内社数）

増収だが
利益は

前年度並み
（見込み含む）

減収だが
利益は

前年度並み
（見込み含む）

増益だが
売り上げは
前年度並み

（見込み含む）

減益だが
売り上げは
前年度並み

（見込み含む）

29.4 (2,911) 7.0 (695) 5.8 (573) 18.0 (1,782) 20.4 (2,022) 10.4 (1,027) 4.7 (463) 2.3 (226) 2.1 (212) 100.0 (9,911)

34.7 (786) 8.3 (188) 5.5 (124) 15.9 (360) 17.7 (402) 10.0 (227) 4.2 (95) 2.1 (48) 1.6 (37) 100.0 (2,267)

24.6 (1,877) 6.6 (507) 5.9 (449) 18.6 (1,422) 21.2 (1,620) 10.5 (800) 4.8 (368) 2.3 (178) 2.3 (175) 100.0 (7,644)

うち小規模 25.6 (585) 5.9 (134) 5.3 (122) 19.6 (446) 23.3 (532) 11.0 (250) 4.6 (104) 2.3 (52) 2.5 (56) 100.0 (2,281)

7.3 (3) 12.2 (5) 4.9 (2) 36.6 (15) 17.1 (7) 14.6 (6) 4.9 (2) 0.0 (0) 2.4 (1) 100.0 (41)

29.5 (33) 5.4 (6) 5.4 (6) 18.8 (21) 25.9 (29) 8.9 (10) 4.5 (5) 1.8 (2) 0.0 (0) 100.0 (112)

27.3 (369) 6.3 (85) 4.5 (61) 16.4 (222) 22.8 (308) 13.6 (184) 4.4 (59) 2.1 (28) 2.7 (37) 100.0 (1,353)

28.7 (71) 4.9 (12) 3.6 (9) 20.2 (50) 28.7 (71) 5.3 (13) 3.6 (9) 3.2 (8) 1.6 (4) 100.0 (247)

28.9 (822) 7.3 (209) 5.6 (158) 20.3 (578) 18.9 (538) 9.8 (279) 4.6 (130) 2.6 (75) 2.0 (57) 100.0 (2,846)

28.5 (878) 7.0 (214) 6.0 (186) 17.8 (548) 21.4 (659) 9.6 (296) 5.3 (164) 2.0 (62) 2.3 (70) 100.0 (3,077)

31.0 (131) 8.3 (35) 8.5 (36) 16.4 (69) 16.4 (69) 10.2 (43) 5.7 (24) 1.7 (7) 1.9 (8) 100.0 (422)

24.6 (89) 10.2 (37) 7.2 (26) 19.6 (71) 16.6 (60) 11.6 (42) 5.2 (19) 3.3 (12) 1.7 (6) 100.0 (362)

35.8 (510) 6.3 (90) 6.2 (88) 14.3 (203) 19.2 (273) 10.5 (149) 3.6 (51) 2.2 (32) 2.0 (28) 100.0 (1,424)

18.5 (5) 7.4 (2) 3.7 (1) 18.5 (5) 29.6 (8) 18.5 (5) 0.0 (0) 0.0 (0) 3.7 (1) 100.0 (27)

30.3 (161) 7.0 (37) 6.4 (34) 13.2 (70) 24.9 (132) 11.9 (63) 3.8 (20) 1.1 (6) 1.5 (8) 100.0 (531)

24.0 (139) 6.7 (39) 6.0 (35) 20.9 (121) 22.3 (129) 11.6 (67) 4.7 (27) 1.9 (11) 1.9 (11) 100.0 (579)

28.9 (182) 7.5 (47) 5.7 (36) 19.2 (121) 19.1 (120) 11.3 (71) 3.7 (23) 2.2 (14) 2.4 (15) 100.0 (629)

31.7 (1,029) 6.6 (213) 5.9 (190) 16.8 (545) 20.2 (656) 9.6 (311) 4.8 (157) 2.3 (75) 2.1 (69) 100.0 (3,245)

30.8 (158) 7.8 (40) 5.8 (30) 19.7 (101) 18.9 (97) 9.4 (48) 4.9 (25) 1.9 (10) 0.8 (4) 100.0 (513)

26.1 (285) 6.5 (71) 5.8 (63) 20.9 (228) 19.3 (211) 11.1 (121) 5.9 (64) 2.2 (24) 2.4 (26) 100.0 (1,093)

29.7 (492) 6.8 (112) 5.6 (93) 17.6 (291) 20.5 (340) 10.8 (179) 4.2 (70) 2.9 (48) 1.9 (32) 100.0 (1,657)

26.5 (158) 8.7 (52) 5.5 (33) 18.3 (109) 20.5 (122) 10.1 (60) 4.9 (29) 2.5 (15) 3.0 (18) 100.0 (596)

27.4 (89) 8.3 (27) 4.3 (14) 19.1 (62) 22.5 (73) 9.5 (31) 5.5 (18) 1.5 (5) 1.8 (6) 100.0 (325)

29.3 (218) 7.7 (57) 6.1 (45) 18.0 (134) 19.1 (142) 10.2 (76) 4.0 (30) 2.4 (18) 3.1 (23) 100.0 (743)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万0,006社のうち、「分からない／不回答」を除く9,911社

増収増益
（見込み含む）

増収減益
（見込み含む）

減収増益
（見込み含む）

減収減益
（見込み含む）

その他
売り上げ、
利益とも

前年度並み
（見込み含む）

合計

中国

その他

北海道

東北

北関東

卸売

小売

四国

九州

南関東

北陸

東海

近畿

運輸・倉庫

サービス

金融

建設

不動産

製造

全体

大企業

中小企業

農・林・水産
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

 （株）帝国データバンク  産業調査部 情報企画課  担当：岡松 

 TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 3,179 社、有効回答企業 1 万 6 社、回答率 43.2％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

 （1）地域

536 1,100
586 1,669
633 600

3,291 327
516 748

10,006

（2）業界（10業界51業種）

42 72
120 37

1,365 26
248 13

飲食料品・飼料製造業 344 30
繊維・繊維製品・服飾品製造業 113 56
建材・家具、窯業・土石製品製造業 227 144
パルプ・紙・紙加工品製造業 111 46
出版・印刷 184 7
化学品製造業 381 366
鉄鋼・非鉄・鉱業 504 31
機械製造業 432 10
電気機械製造業 327 7
輸送用機械・器具製造業 88 123
精密機械、医療機械・器具製造業 70 36
その他製造業 89 60
飲食料品卸売業 373 16
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 224 144
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 379 122
紙類・文具・書籍卸売業 121 389
化学品卸売業 311 56
再生資源卸売業 27 194
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 331 94
機械・器具卸売業 961 25
その他の卸売業 376 126

28
10,006

（3）規模 （4）中国進出

2,298 23.0%

7,708 77.0%

(2,306) (23.0%)

10,006 100.0%

(277) (2.8%)

電気・ガス・水道・熱供給業

その他の小売業

飲食店

電気通信業

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

（431）

サービス

（1,433）

運輸・倉庫

農・林・水産

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

（2,870）

卸売

（3,103）

金融

建設

不動産

製造

合  計

中小企業

大企業

その他サービス業

その他

合  計

（うち小規模企業）

中国進出 732

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

人材派遣・紹介業

広告関連業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

専門サービス業

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

放送業

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業


